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1. 今、なぜ労働搾取理論なのか？ 
1.1. 現代における貧富の格差問題 
 ｢経済のグローバリゼーション｣化と、労働市場を含むさまざま産業分野での市場

の規制緩和措置を背景として、成果賃金制度の導入や非正規労働比率の増大など、雇用環

境も変わり、いわゆる人口の高齢化によっては説明しきれない所得格差の拡大化や、生活

保護人員率の増大、またネットカフェ難民等に見られるようなワーキング・プア問題の発

生など、｢格差社会｣化や、就労能力のない社会的弱者のみならず、就労者たちの貧困化問

題をも指摘され、論じられるようになった。参入規制の撤廃等、適切な規制制度の改革は、

各産業および日本経済全体の国際競争力を強化し、結果的に国民所得のより強力な増大へ

の可能性を高めるものの、経済がより競争的な構造を強める結果、確かに 1990年代長期停
滞以前に比して、当初所得の格差が拡大する傾向を持つ様になったと言われる。その事は、

当初所得のジニ係数が 90年初頭以降、上昇している1事からも伺い知る事ができよう。2 
 例えば、2007年に内閣府が発行した『平成 19年版 経済財政白書』(以下、『白書』
(2007)と略称)においても、経済成長と所得不平等度の低下傾向の関係に関する｢クズネッツ
の逆 U字仮説｣が、近年の主要先進諸国では――とりわけ 1980年代以降のアングロ・サク
ソン諸国では顕著に――当てはまらないケースが見られる、と指摘されている。すなわち、

｢クズネッツの逆 U 字仮説｣が主張するような成長と格差に関する負の相関性ではなく、正
の相関性が見出されている、と。このような傾向の背景として、『白書』(2007)は｢格差の拡
大にグローバル化と IT化が一定程度寄与｣と言及している。新たな高度 IT技術の導入等に
よる技術革新は、そうした新しい技術を扱える熟練労働者への需要を増やす一方、代替さ

れる半熟練労働の需要を減らす事によって、それらの労働スキルの違いによる所得格差を

強化する。また、経済のグローバル化については、例えば国内製造業が経済グローバル化

による国際競争に晒されるに連れて、それらの産業における非熟練労働も、より低賃金な

途上諸国との国際競争によって低賃金化する、等である。その顕著な現象は、2006 年 12
月の厚生労働省の調査で、その比率が 33.4％に達し、3 分の 1 を超えたと言われている非

                                                  
1 『白書』(2007), 第 3-4-12図, p.238を参照の事。 
2 ジニ係数は所得不平等度を測定する指標の一つに過ぎず、しかも厚生経済学の議論においては、その指標は完全なも
のと理解されているわけではない。従って、ここでのジニ係数を使ったデータへの言及は、あくまで一つの目安という
意味である事に注意すべきである。尚、ジニ係数の性質に関する理論的研究については Sen (1997)を参照の事。 
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正期雇用労働の増大3である。 
 非正期雇用労働の増大が｢格差社会｣化や貧困化問題といかに重要に関係している

かについては、｢ワーキング・プア｣や｢ネットカフェ難民｣問題の実態について取材する、

ここ近年で顕著に出版されているルポルタージュ等でも強調されている。4例えば、水島宏

明の『ネットカフェ難民と貧困ニッポン』(以下、水島(2007)と略称)では、｢ワーキング・
プア｣や｢ネットカフェ難民｣の典型として日雇い派遣労働者の生活実態について取材して

いる。他方、計量社会学の分野でも、非正期雇用労働の増大と｢格差社会｣化との対応性に

ついての実証研究がなされ始めている。例えば、佐藤嘉倫の研究[佐藤(2008)]がそれに当ろ
う。従来の計量社会学の社会階層論では、職業や学歴という階層に関する世代間移動の有

無やそのメカニズムに注目して、実証分析を行うが、その際に正規雇用を暗黙の前提とし

てきた事を、佐藤(2008)は指摘している。その上で、所得の格差と正規雇用・非正規雇用と
いう従業上の格差との対応性に関する格差社会論の指摘に注目し、その指摘の妥当性を、

SSM調査データを用いて検証している。その結果、確かに格差社会論が指摘するように、
職業階層よりも正規雇用－非正規雇用という従業上の地位の方が収入を強く規定するとい

う結論を導き出している。5 
 近年の非正期雇用労働の増大の｢真犯人｣であると、水島(2007)などが指摘するのが
いわゆる｢労働ビックバン｣、派遣労働の規制緩和政策である。そもそも戦前の日本社会で

は労働者派遣は頻繁に行われており、手配師と呼ばれる仲介業者が労働者を供給し、いわ

ゆるピンハネ(中間搾取)が横行していた。炭鉱や工事現場などの飯場・タコ部屋等、劣悪な
労働環境の中で過酷な強制労働が行われていたが、そうした劣悪労働の犠牲の押し付けが

容易であったのも、犠牲の対象者に仲介業者によって派遣された労働者たちが多く含まれ

ていた点が背景にあるだろう事は、小林多喜二に代表される、戦前のいわゆる｢プロレタリ

ア文学｣に触れる事でも伺い知る事ができる。しかし戦後の 1947 年に制定された職業安定
法では 44 条で｢労働者供給事業の禁止｣を定めている。当時の立法趣旨は、｢労働者供給事
業が中間搾取を行い、労働者に不当な圧力を加える例が少なくない事に鑑み、労働の民主

化の精神から全面的にこれを禁止しようとする｣6とされていた。資本主義諸国と社会主義諸

国とが対抗関係にあった、当時の東西冷戦体制の背景の下、資本主義諸国がケインズ主義

的福祉国家システムへと再編されていた事が、｢労働者供給事業の禁止｣を法制化させる政

治的要因としても存在するだろう。 
 しかし、技術革新の進展や経済のサービス化・ソフト化の動向の中で、1980年代
                                                  
3 非正期雇用労働比率の増大が労働コストを低減させるだろう事については、改めてここで説明をする必要は無いであ
ろうが、興味のある読者は例えば、『白書』(2007)の 3章 1節を参照の事。 
4 現代の貧困問題についての、専門研究者による解説本として、岩田(2007)も外せない。 
5 他方、格差が近年になって拡大している、という格差社会論のもう一つの主要な主張の妥当性についても、佐藤(2008)
は検証する。その結果、格差拡大に関する格差社会論の指摘は、SSM調査データの分析を通じて見る限り、経験的に妥
当しているとはいえない、という結論を導き出している。特に、経営者、正規雇用、自営と非正規雇用との格差が縮小
している、という興味深い結論を導き出している。もちろん、佐藤(2008)も指摘するように、SSM調査データが現代日
本の階層状況や不平等をすべて捉えているわけではないだろうが、いわゆる｢格差社会｣論を改めて反省的に再考察する
契機が与えられたと言えるだろう。 
6 1947年 8月 15日衆議院社会労働委員会における職業安定法案提案理由説明。 
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になると、一般の従業員では対応が難しい業務への労働需要が増大し、企業が自ら教育・

管理するよりも外部に委ねた方が効率的に処理できる業務分野が増大した。そうした背景

の下で、1985年に｢労働者派遣法｣が成立し、翌年から施行された。法の施行に当っては常
用雇用の代替にならないよう、業務の専門性・雇用管理の特殊性を考慮し、適用対象業務

を限定した。7 しかし 90 年代以降の経済の IT 化の進展とグローバル化による国際競争の
激化は、労働力の非正規化への労働需要サイドにおけるニーズを一層、高めるようになり、

そうした背景の下で、1996 年に労働者派遣法が改正され、対象業種が 26 種に、さらに、
1999年の改正では、製造、建設、警備、港湾運送、医療の一部を除いて原則自由化され、
日雇い派遣の主な仕事である軽作業派遣も解禁された。また、2003年の改正では製造業へ
の派遣も解禁され、さらに 2007年からは製造業の派遣期間も、最長 3年に延長可能にされ
た。8 
 以上のような動向を背景とする、当初所得の不平等化という傾向なのであるが、

それは所得再分配制度の存在意義がより強くなったとも言えるわけであり、所得再分配制

度をしかるべく有効に機能するように強化しなければ、当初所得の不平等化は再分配所得

の不平等化に帰結していく。日本経済は特に、他の OECD諸国と比べて、従来は事前的所
得の分配がフラットであり、他方で再分配機能は弱い特徴が指摘されていたから、今後は

再分配制度の強化がより一層に重要であるかもしれない。しかしながら、他方で、ケイン

ズ主義的福祉国家体制の再編成という動向がある。日本においても、2006 年 4 月に施行さ

れた｢障害者自立支援法｣など自立的支援制度・運用の見直しが検討される一方、生活保護

費の削減や老齢加算や母子加算の｢就労支援｣を条件とする 3 年段階的廃止など、福祉政策
における｢ワークフェア」(workfare)の導入という動向に、やはりケインズ主義的福祉国家
体制の再編成の一環を見出す事が出来るかもしれない。この動向が、所得再分配機能に及

ぼす効果については別個、詳細に検討する必要があるだろう。 
 
1.2. 労働搾取概念に基づく市場経済の厚生的特徴分析 
 とは言え、本書では所得再分配機能に関する議論はこれ以上、立ち入って行わな

い。本書での主要な関心はむしろ、｢市場経済においてなぜ、そして、いかにして格差の拡

大や貧困化などの状況が生み出されるのか？｣という問いに関連する。経済の IT 化もグロ
ーバル化も、前者は技術革新による生産体系の効率性改善の効果が期待されるし、後者は

市場経済の完全競争メカニズム的性質を強化する事が期待される。標準的な新古典派経済

学においては、いずれも社会全体の経済厚生を改善させる契機として理解される。しかし

これらが同時に、格差の拡大や貧困化といった現象を生み出す傾向を孕む可能性について

の理論的解明に関しては、少なくとも新古典派の典型的なミクロ経済理論のテキストにお

いては見出す事が出来ないと思われる。もちろん、厚生経済学の諸研究において、不平等

                                                  
7 秘書、通訳、ソフト開発など 13業種のみに限定された。 
8 派遣労働の規制緩和化は日本やアングロ・サクソン諸国だけの現象であるのみならず、大陸欧州諸国などでも程度の
差はあれ、同様の傾向にある。『白書』(2007)の 3章 2節を参照の事。 
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指標や貧困指標等に関する多くの成果を見出す事ができるし、他方、市場における資源配

分機能を配分効率性の観点のみならず、衡平性の観点から評価する為の基礎研究である｢衡

平配分理論｣に関する多くの成果を見出す事もできる。しかしこれらの諸研究は、｢市場経

済において格差の拡大や貧困化といった諸問題を生成させる原理的メカニズムは存在する

のか？そして存在するとすれば、それはいかなる性質のメカニズムなのか？｣等々の問いに

対する解答を与える為のものではない。 
 その種の問いに対する、新古典派経済学におけるおそらく一つの典型的な議論は、

時間選好率の個人間の違いによって、動学的市場経済下での所得格差の拡大や再生産を説

明する事であろう。9 しかし Blanchard and Fisher (1989, section 2.5)も批判しているが、
この種の議論が上記の我々の問いへの満足すべき解答になるとは思われない。この種の議

論は結局、所得や富の格差が生じ、そしてある個人が他の個人よりも貧しい生活しか出来

ないのは、市場経済が内包する何らかのメカニズムの存在故というよりはむしろ、その個

人が辛抱強くない性格の持ち主である――その個人の時間選好率が高い――からだ、とい

う個人の｢自己責任論｣として解釈されかねないだろう。私自身はむしろ、時間選好率の違

いというような、個々人の主観的特性にメカニズムの根幹を見出すアプローチよりも、社

会の客観的かつ構造的特性にメカニズムの根幹を見出すアプローチで可能性を探求する事

に、より関心がある。そして、その種の後者のアプローチの一つとして、カール・マルク

スの労働搾取理論を無視することは出来ないであろう。 
 市場経済がその原理的特性として、経済的資源配分の効率性を達成する機能をメ

カニズムとして有する事を、新古典派経済学の市場理論が明らかにしてきたのに対し、マ

ルクスの経済理論は、市場経済ないしは資本主義経済が、その原理的特性として、社会の

資本家階級と労働者階級への分解とその再生産、そして資本家階級における富の蓄積に対

する労働者階級における貧困の蓄積という｢格差社会｣化という傾向を生み出すメカニズム

を孕んでいる事を説明しようとする試みであった。そして、このようなメカニズムの根幹

として措定された概念が、労働搾取(exploitation of labor)であった。すなわち、労働者たち
が懸命に働き続けても貧しい状態のままで留まりがちな傾向にあるのに対して、彼等の雇

用主たる資本家はますます富を蓄積し、それによって事業の拡大も可能になる、そしてそ

れがさらなる富の蓄積を可能にするという、正のスパイラルに上手く乗ることができてい

る。この違いがなぜ生じるかの説明としてマルクスが与えたのが、資本家の富の蓄積を可

能にする彼の十分に高い事業収益（＝利潤収入）は、彼の雇用する労働者たちが働き、生

み出したものの一部の｢掠め取り｣(＝搾取)によって得られたものである、という議論であっ
た。すなわち、労働者たちは彼等が働いて生み出した価値に相当する収入を賃金として受

け取ってはおらず、その価値の一部は資本家の利潤収入になっている。従って労働者は働

                                                  
9 Becker (1980)の議論がその典型例であろう。すなわち、各個人は各時点において非負の資産を所有していなければな
らないという仮定の下、動学的市場経済モデルの定常均衡では、利子率(＝物的資本財のレンタル価格)は最も時間選好
率の低い個人(＝最も辛抱強い個人)に等しくなる。その結果、最も時間選好率の低い個人が物的資本財の全てを独占し、
そして他の家計はその労働所得に等しいだけの消費を行うという結果が得られる、とする議論である。 
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いても、働いても貧しいままであるのに対して、資本家は労働者たちの生産した価値の一

部を彼自身の富として掠め取る事(＝搾取)によって、事業をすればするほど富を蓄積出来る
のである、と。10 
 このように、資本家階級による労働者階級の労働成果の搾取のメカニズムこそが

資本主義経済システムの隠れた本質的特徴であり、このメカニズムの存在ゆえに、資本蓄

積過程において、資本家階級における富の蓄積に対する労働者階級における貧困の蓄積と

いう｢格差社会｣化傾向が見出される事を、マルクスは説明したのである。この議論は、そ

れが理論的に成功しているか否かは別としても、市場経済における貧富の格差化傾向(一方
における富の蓄積、他方における貧困の蓄積)を生み出すメカニズムを、当時の標準的経済
理論であった古典派経済学を乗り越えて、体系的・理論的に解明する試みであったと言え

よう。さらに、そのメカニズムが労働成果の掠め取り(＝搾取)のメカニズムである、と｢暴
露｣した事によって、資本主義経済システムへの体制批判的理論として受け止められ、以後

の人類の近代史、及び現代史において長きに渡って強い影響を与え続けてきたのである。 
 しかしながら、今日において、とりわけここ 10数年の間で、上記のようなマルク
ス主義的労働搾取論は、すっかり過去の産物として位置づけられ、現代の社会科学への理

論的影響力も殆ど無くなったかのように受け止められるに到った。その理由の一つは、90
年代初頭におけるソ連・東欧型社会主義システムの崩壊にあろう。マルクス主義の理論に

よれば、資本主義的な労働搾取から人類を解放する事によって導かれるより高次の社会経

済システムこそ、社会主義システムであった。従って、資本主義経済システムの下での労

働搾取によって不遇な立場にある人々は、｢社会主義の失敗｣という事実を突きつけられる

事によって、いわば未来への展望を失った事を意味する。資本主義経済システムの下での

労働搾取のメカニズムが存在していると仮定されるとき、その搾取のメカニズムを超克す

る事によって人類の福祉がより改善されるという展望がないという事になれば、人々は体

制批判と体制変革に情熱を注ぐ事よりも、既存の体制を必要悪として受容した上で、自分

自身が搾取される不遇な立場に陥らないように上手く立ち回る事に、よりエネルギーを注

ぐ様になるかもしれない。しかし、これらの事は依然として、学問の領域において、資本

主義経済システムの事実解明的理論としてのマルクス主義的労働搾取論そのものの意義を

喪失させるものではない。 
 他方、理由の第二は、マルクス主義的社会科学の学問的権威を喪失させる事に関

わる。すなわち、1970代における｢マルクス・ルネッサンス｣の影響下で、現代的な数理的
分析手法を用いて、マルクスの経済理論を再構成する研究が活性化した。しかしそれらの

研究成果は基本的に、古典的なマルクス主義の経済学体系の理論的土台の堅固性に疑問符

を突きつける効果を持ってきたのである。より具体的には、例えば、古典的なマルクス主

義の経済理論はいわゆる投下労働価値説(labor theory of value)を理論的土台として構築さ
                                                  
10 K. マルクス『資本論 I』の｢第 3編 絶対的剰余価値の生産｣及び｢第 7編 資本の蓄積過程｣において、この種の議論
を厳密な概念規定の下で展開している。また、より入門的解説書として、K. マルクス『賃労働と資本』を挙げる事がで
きよう。 
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れたものであるが、この投下労働価値説の理論的頑健性に重大な問題があることが次第に

明らかにされてきたのである。マルクスの労働搾取論もまた、投下労働価値説を理論的土

台として構築されたもの故、投下労働価値説への批判は、労働搾取論の学問的影響力低下

へと波及する効果があった。数理的マルクス経済学のフロンティアにおいては、森嶋通夫

の研究等、すでに伝統的な投下労働価値説を事実上放棄した上で、労働搾取論を現代経済

学のフレームワークの中で位置づけようとする研究がなされてきてもいるのであるが、い

ずれにせよ、マルクスの『資本論』の精密な読み込みによって、理論的に堅固でかつ、現

代でも十分通用可能な経済学の知識を修得できる、という判断を前提とする伝統的なマル

クス主義社会科学の学問的方法は説得力を失ってきた事は間違いない。 
 私自身は本書において、伝統的なマルクス主義の理論体系を擁護する事を目論む

ものではない。経済学の方法論としても、伝統的なマルクス主義の方法論には依拠せず、

むしろ、現代の新古典派経済学の方法論に立脚して議論を進める事になる。にも拘らず、

他方で、私はマルクスが提起した労働搾取概念は、私が先に提示した問題――市場経済に

おいて格差の拡大や貧困化といった諸問題を生成させる原理的メカニズムは存在するのか、

それはいかなる性質のメカニズムなのか――に取り組む上で、依然として一定の意義があ

ると考えている。すなわち、労働搾取概念を媒介にして、市場経済における格差の拡大や

貧困化を生成させる原理的メカニズムの理論的研究を進行させる可能性を探ってみたいと

考えているのである。こうした問題提起自体を意義付ける例証としては、現代の先進欧米

諸国で共通して、所得格差の拡大や貧困及び社会的剥奪(social deprivation)の問題が指摘さ
れている事が挙げられよう。しかし、本章の前節での議論からの印象として、こうした問

題は IT化とグローバル化の下での非正規雇用の拡大という、21世紀の現代資本主義に固有
な諸特徴に起因するものであり、市場経済のそもそもの原理的特性として格差や貧困化の

メカニズムを探るという私の問題提起は、抽象的過ぎるという印象を持つ人もいるかもし

れない。 
 それに関しては、再び数量社会学の分野での最新の研究成果について言及してお

きたい。例えば、橋本健二は橋本(2008)において、社会階層分類による研究に対する、階級
概念の有効性を強調しており、｢格差社会｣の理解にはより抽象的な階級概念的アプローチ

が不可欠である、と主張している。社会学における、個人と全体社会をつなぐ中間的なレ

ベルの分析の為の基礎単位として、階級は一般的に、生産手段をはじめとする経済的な資

源の保有状況によって定義され、他方、非経済的な資源、たとえば威信や権力、情報など

の保有状況を含めて定義されるのが、社会階層である、と橋本(2008)は概念整理を行ってい
る。さらに、現代資本主義社会の階級構造を資本家階級・新中間階級・労働者階級・旧中

間階級の 4 階級からなるものとして定式化している。その定式に基づき、就業構造基本調
査個票データ及び SSM調査データを用いた実証分析の結果として、階級所属は収入に対し
て大きな影響を及ぼしており、収入を決定する基本的な要因である事、また各階級は異な

るメカニズムによって収入を決定させている事、階級間の経済格差は拡大しており、経済
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格差全体における階級間格差の重要性が増大している事、さらに貧困率には階級によって

大きな差があり、またこの差は拡大傾向にある事、最後に、階級に関する世代間移動は固

定化の傾向にある事、等々が論じられる。この橋本(2008)の議論を踏まえれば、資本主義経
済において階級構造が存在する限り、その様な経済システムは経済格差を再生産する契機

を内包しているという認識が有り得るであろう。そして、私の労働搾取概念への拘泥は、

例えば Roemer (1982)におけるジョン・E・ローマーのような、労働搾取概念を通じて資本
主義経済における階級構造の再生産の原理的メカニズムを明らかにしようという、数理的

マルクス経済学における先行研究を踏まえたものなのである。 
 しかしながら、私がマルクス的労働搾取概念を評価する論拠は、従来の伝統的マ

ルクス主義の議論とも、また、置塩信雄や森嶋通夫等の数理的マルクス経済学研究におけ

る搾取論の意義付けとも、違ったものである。端的に言えば、これらの議論においては、

労働搾取概念は資本主義経済における資本蓄積のメカニズムを説明する上で重要であるが

故に意義付けられてきた。すなわち、資本主義的蓄積過程の動態的把握の契機としての搾

取論である。この立場からは、例えば、正の労働搾取率、正の利潤率、及び正の資本蓄積

率、以上３つの指標の同値的関係という含意を持つ森嶋の｢一般化されたマルクスの基本定

理｣(GFMT)などは、重視してしかるべき経済学の基本定理となろう。他方、私は労働搾取
概念を媒介にして、資本主義経済システムの厚生的特徴を明らかにする事により関心があ

る。市場経済における格差拡大や貧困化を生成させる原理的メカニズムの探求は、それに

よって、市場経済の厚生的特性を、配分効率性(＝パレート効率性)以外の観点から明らかに
出来ないか、と思うが故である。すなわち、パレート効率性概念を媒介に導出された所謂｢厚

生経済学の基本定理｣以外に、市場経済の資源配分機能に関する厚生的特性についての｢基

本定理｣と呼ぶべき価値ある定理を、労働搾取概念を媒介にして導き得ないだろうか、とい

う問題意識である。 
 このような私の問題意識は、労働搾取概念を、市場経済メカニズムの規範的評価

の為の一つの価値判断指標として再解釈する事を前提にしている。カール・マルクス自身

が搾取概念を、このような規範的判断基準の観点から意義づけていなかっただろう事は、

確かである。しかし言うまでもなく、マルクス自身がどう考えていたかという解釈問題は、

私の動機付けを正当化する上では大して重要な論点ではない。その事とは別に、マルクス

が定義した労働搾取概念を、規範的判断基準の観点から意義付ける少なくとも 3 つのアプ
ローチが存在し得る事について――詳細な議論は本書の 7 章で展開するが――ここで簡単
に言及しておきたい。 
 第 1のアプローチは、｢自己所有権｣(self ownership)の侵害としての搾取論アプロ
ーチである。これは伝統的マルクス主義の理解と親和的なものであり、遡れば、ロック主

義的自己所有権思想に基づくとも言える。自己所有権とは、すべての個人は自分の身体の

所有者であり、他者を傷つける事がない限り、自分自身の利益の為にいかようにも己の身

体を利用することができるというものである。さらに、無所有の外的資源に、己の労働を
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投入することによって得られる産出物は、己の身体と不可分であるが故に専有権をもつの

であり、その産出物への処分権を否定する事は己の身体への自由権を否定する事になると

いう含意を持つ。それ故に、政府による何らかの所得再配分政策は、個人の己の身体の処

分権を否定するものであるが故に受け入れがたいとされる。しかしながら、この外的資源

の専有権については、以下のような｢ロックの但し書き｣条件による制約を課せられるもの

とされる。すなわち、ある個人が外的資源の一部を専有する権原を有するのは、その資源

が誰の所有物でもなく、かつ、彼がそれを専有する事によっても他者が利用する事のでき

る十分に豊富な資源が残されている場合にのみである、という条件である。 

 ｢ロックの但し書き｣条件は、規模に対する収穫一定な経済環境ではほぼ自動的に

満たされる。従って、以下の議論では規模に対する収穫一定な経済環境を想定して、｢ロッ

クの但し書き｣条件の制約から自由に議論しよう。さて、ロック主義的自己所有権思想は、

一方では上述のように所得再分配政策を批判する規範的根拠を与えるものと解釈可能であ

る。他方、それはまた、労働搾取の不公正性を根拠付けるものとも解釈可能である。なぜ

ならば、ロック主義的自己所有権思想に基づけば、己の労働を投入する事によって得られ

る産出物は全て己の専有権が確立するべきであるが、労働搾取の存在とは、己の労働投入

の産出物の一部に対して資本家の専有権が確立する事を意味するからである。かくして、

ロック主義的自己所有権思想に基づけば、資本主義経済システムが労働搾取を不可避に再

生産する限り、そのようなシステムは批判されるべきである。他方で、私的所有制度に立

脚した資本主義経済システムの枠内において所得再分配制度を導入する事もまた、批判さ

れるべきという結論になろう。こうした帰結は、伝統的なマルクス主義の議論と確かに親

和的である。 
 第二のアプローチは、｢物的資本財への不平等的アクセス｣としての搾取論アプロ

ーチである。これはジョン・E・ローマーが Roemer (1982)で提示した所有関係的な搾取論
であり、物的資本財の共同所有的な仮説的社会状態と現実の私的所有的資本主義社会とで

の個々人の享受する厚生水準を比較する事によって、搾取関係を定義するアプローチであ

る。すなわち、このアプローチでは、いわば全ての個人が物的資本財の利用に関するアク

セスにおいて均等な権利を持つ、従って、全ての個人が均等な資本利潤への請求権を持つ

ような経済を仮説的に想定し、その仮説的設定下での個人の収入が、資本利潤への請求権

が不均等である現実の通常的資本主義経済の下でのこの個人の収入に比して高いとき、そ

の個人は被搾取者であると同定される。このような定式化は、全ての個人が物的資本財の

利用に関するアクセスにおいて均等な権利を持つ所有関係的社会こそが、マルクス主義の

展望する資本主義社会への規範的オールタナティヴである、というローマー自身のマルク

ス主義理解を反映するものである。 
 第三のアプローチは、本書での私自身の労働搾取概念の意義付けであって、己の

目的とする人生を自由に追及する活動の実質的機会(＝福祉的自由(well-being freedom))に
関する不公正としての労働搾取の解釈論である。福祉的自由の実質的機会という視点は、
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ジョン・ロールズ[Rawls (1970)]やアマルティア・セン[Sen (1980, 1985)]の規範理論・正
義論に依拠する論点である。 

ロールズは Rawls (1970)において、合理性(the Rational)と公正性(the 
Reasonable)という２つの道徳的能力をもとに、自己の多元的な目的を設定し、追求し、改
訂する点において、自由で平等である「市民」を理論的前提とした。基本的自由の平等、

教育・就業の実質的機会の均等、経済的基本財の公正な格差的配分を内容とする、ロール

ズの｢正義の二原理｣は、市民的特性を形成し維持する上で必要不可欠な社会的基本財(自由、
機会、所得と富、自尊の社会的基盤など)の配分方法を定める基本原理であり、社会の基礎
構造、すなわち、諸社会システムの体系を規定するものとして構想されている。他方、よ

り具体的な経済的資源配分問題の論脈で配分ルールを考案する際には、ロールズの理論的

前提となっていた市民概念を基盤としつつも、その概念を多様な資質や能力、経済活動の

選択によって特徴づけられる個人の概念へと拡張し、その上で、｢正義の二原理｣を満たす

様な望ましい配分ルールを探求する必要がある。その際に手がかりとなるのが、センの潜

在能力理論[Sen (1980, 1985a,b)]である。センの潜在能力理論とは、資源を利用する個人的
資質の多様性と社会的に配分された資源との関係を内在的に捉える「機能」(functioning)
概念を用いて、個々人の客観的かつ個別多様な境遇を評価する途を開くものであった。セ

ンは、ある資源利用能力とある資源配分の下で達成可能となる機能の集合を「潜在能力」

(capability)と定義し、この概念を用いて個々人の福祉的自由を定義した。すなわち、福祉
的自由は、個々人が自己の活動を選択する際の実質的な機会の豊かさを表す、個人間比較

可能な指標とされたのである。11 
  ところで第7章で詳述するように、カール・マルクスは、生きていく為に不可欠

な所得を稼ぐ為の必要労働時間から解放された自由時間こそが，人間にとっての創造的生

の実現の源泉である，と考えていた。このような見解は、センの福祉的自由論とも密接に

関連しよう。すなわち、マルクスの言う自由時間とは、己の目的とする人生を自由に追及

する為に不可欠な非物的資源である。全ての個人にとって、１日に利用可能な時間は等し

く24時間と限られており、その全てを生存の為の必要労働と労働力の再生産に不可欠な睡

眠・食事・排便等の時間で占められてしまったら、自由な自己実現の為に利用すべき時間

は存在しない。その意味で、マルクスの自由時間とはセン流の機能の達成や潜在能力集合

の保証にとっての不可欠な資源でもある。従って、自由時間をロールズの意味での，社会

的基本財の一構成成分と位置づける事も可能だろう。12 

 労働搾取の存在とは，上記の意味で重要な自由時間の人々への配分に関して不公

正が存在する事を意味する。同じ所得を得る為に，ある個人はより多くの労働時間の提供

が必要(したがって自由時間が少ない)であるのに対し，別の個人はより少ない労働時間の提
供で十分(したがって自由時間が多い)という事態の生成が，労働搾取の存在の意味である。
                                                  
11 ロールズやセンを含め、経済学の観点から重要と思われる現代の規範理論に関するサーベイ論文としては、鈴村・吉
原(2000)及び、吉原(2003, 2006, 2006a)を参照の事。 
12 ロールズ自身、余暇時間を基本財の指数に含める可能性を認めている。Rawls (2001, section 53)を参照の事。 
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したがって，労働搾取の存在は，こうした自由時間の不均等な配分を通じて，潜在能力の

不均等な配分をもたらす。それは，己の目的とする人生を自由に追及する活動の実質的機

会に関して，不平等があることを意味しよう。この立場から解釈すると、市場経済の資源

配分メカニズムとしての機能に関する厚生的特徴を、労働搾取概念を媒介にして分析する

事の意義とは、福祉的自由への実質的機会を公正に保証するメカニズムが内包されている

のか、それとも不公正にしか保証しないメカニズムが内包されているのか、という観点か

ら資本主義経済システムを評価できるという事に他ならず、そのような厚生理論は少なく

とも既存の標準的な厚生経済学においては存在しないという点にあろう。 

 
1.3.  本書における方法論と各章の構成について 
 前節の議論より明らかなように、本書はマルクスが提起した労働搾取概念につい

て論ずる。その意味において、本書はマルクス経済学における理論研究として位置づけら

れる側面がある。しかしながら、本書はマルクス自身がその著書『資本論』等で展開した

労働搾取理論の妥当性を検討する事を目的とするものではなく、上述のように、労働搾取

概念を市場経済の厚生理論分析の観点から検討する事を主要な目的としている。その意味

では本書はむしろ、厚生経済学における理論研究として位置づける事こそがより適切に思

われる。方法論的にも、本書の２章以下の理論分析は一貫して、標準的な新古典派ミクロ

経済学における一般均衡理論のフレームワークの下で、展開されている。従って、置塩信

雄や森嶋通夫と同様に｢マルクス経済学への数理的アプローチ｣(＝数理的マルクス経済学)
を採用しているのみならず、従来の新古典派経済学における一般均衡理論においては採用

されてこなかった、労働搾取という厚生概念を用いた市場経済の一般均衡分析を行ってい

るものと解釈可能なモデル設定をしている。すなわち、そこで提示されるモデルは、新古

典派が通常想定するような、完全競争市場的モデルであって、かつ均衡論的アプローチ13が

採用され、標準的なワルラス的競争均衡解のあるリファインメントを、本書で一貫して取

り扱う分析対象である均衡概念として、採用する。 
                                                  
13 この点において、本書の方法論はジョン・ローマーの Roemer (1981, 1982)における方法論と同じ立場にある。また、
Morishima (1960, 1973, 1974)等で、マルクスの経済理論を｢マルクス＝ノイマンモデル｣によって一般均衡論的に解釈
してみせた森嶋通夫とも共有する方法論的立場にあるとも言えよう。但し、2章で詳述するように、森嶋が定義し依拠
した均衡概念と、ローマーや本書が採用する均衡概念とは有意な違いがある。後者の均衡概念は新古典派のワルラス的
競争均衡解のリファインメントとして解釈可能であるが、前者の均衡概念をそのように解釈する事はできない。他方、
置塩信雄の経済学体系は、本書とは異なり、均衡論的アプローチとして解釈する事は適切ではないだろう。置塩におい
ては、資本主義経済の理解に際して、いわゆる｢マルクスの基本定理｣(FMT)を位置づける為には、一般均衡論的アプロ
ーチは適切ではないと理解されよう。すなわち、置塩(1977, 第 3章, 3節, pp. 134-136)でも言及されていたように、実
質賃金の決定論が論じられる景気循環論を媒介しなくては、FMTの本当の意味での証明は完結したとは言えないと、解
釈される。置塩の経済学は、そこから不均衡累積過程論へ発展していくのであり、そこには資本主義の成長経路の不安
定性についての関心がある。置塩のこの論点は全く妥当であると思うが、にも拘らず、本書において我々は、狭義の一
般均衡分析の枠組みでの議論に留まる。なぜならば本書の主要な関心は、資本主義的蓄積過程の動態的把握の契機とし
て労働搾取を捉える(すなわち、剰余価値生産の理論としての搾取論)事ではなく、搾取の存在が導く実質的機会の不平
等問題などのように、資本主義経済システムの厚生的特性を議論する事である。置塩と本書とでは、研究対象なり研究
目的が違うのである。FMTの議論は実質賃金決定論の媒介によって閉じられるという見解に関しても全く同意するが、
実質賃金決定論の展開は、色々な方向に開かれていると言うべきであろう。その意味で、特に置塩風に不均衡累積過程
論へと展開して行かなければならない、という理屈に必ずしもなるとも思われない。本書の第 6章では、効率賃金理論
風に｢実質賃金率の決定＝労働強度水準の決定プロセス｣と見なして、その決定を非自発的失業の伴う市場均衡として把
握するアプローチを展開しているが、そうしたアプローチもそれはそれで意味があろう。 
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 また、本書では一貫して、正の利潤率の伴う市場均衡の特徴づけを労働搾取概念

の採用によって展開するが、なぜ(規模に関する収穫一定の生産技術体系でモデル化されて
いる)資本主義経済システムにおいて正の利潤率が生成するかの、そのメカニズム分析は論
じていない。しかしながら、少なくとも伝統的なマルクス経済学における解釈論、すなわ

ち労働力商品の使用価値であるところの価値生成機能ゆえに、資本は労働力を可変資本と

して包摂する事によって、正の剰余価値の物象化された形態であるところの正の利潤を生

成する、という類いの神秘的な解釈論は採用しない。正の利潤率の伴う市場均衡が成立す

る背景として、生産を瞬間的な投入‐産出過程として定義する新古典派の標準的な完全競

争市場モデルとは異なり、生産には時間が要する状況を想定し、従って各生産期間におけ

る物的資本の総賦存量の潜在的総労働供給量に比しての相対的稀少性という状況が存在す

るが故に、新古典派理論において資本貸借市場の価格として正の利子率が成立する事とア

ナロジカルに、資本貸借市場の存在を想定しないにも拘らず、正の利潤率が市場均衡にお

いて成立すると解釈する。しかしながら、なぜに物的資本の総賦存量の潜在的総労働供給

量に比しての相対的稀少性が成立するかについての理論分析14は、本書の課題を越えて本格

的な資本蓄積論の展開を必要とするが故に、本書では展開しない。 
 また、以下では本書の第 2章から第 7章 2節まで、一貫して同質労働(Homogenous 
Labor)かつ労働能力やスキルの個人間格差の無い経済モデルを想定して議論を進める。ま
た、余暇と所得に関する選好(効用関数)の個人間の違いが存在しない経済モデルを一貫して
想定する。そのような経済環境の想定は、マルクスが分析対象とした 19世紀の自由競争的
資本主義時代の経済モデルとしては｢様式化された事実｣として正当化可能であるが、1990
年代以降の現代的な市場経済を想定する場合には、当面の分析目的にとっての適切なモデ

ルの単純化作業の結果として解釈可能な、何らかの正当化のストーリーが必要であろう。 
 第一に、同質労働モデルの想定についてであるが、数理的マルクス経済学のこれ

までの成果の中には、Krause (1982)や Fujimori (1982)のように、異質労働モデルを明示的
に導入し、そのモデルの下での労働価値説の妥当性や｢マルクスの基本定理｣の拡張可能性

について、体系的に論じた研究も存在している。これらの研究は、マルクスが『資本論 I』
で言及した｢複雑労働の単純労働への還元｣論を参照しつつ、市場価格の情報に独立的に労

働価値の単位を確定する為に不可欠な｢還元率｣(reduction rate)の決定メカニズムのモデル
化に心血を注いでいる。そのような｢還元率｣の決定プロセスは市場価格の情報とは独立的

である事が要請されており15、そしてそれであるが故に、複雑なモデル化が必要となってく

るのである。換言すれば、これらの諸研究は、｢労働価値の市場価格に対する論理的先行性｣

                                                  
14 この課題は前注でも論及された、実質賃金決定論の問題でもある。この問題についての数理的マルクス経済学におけ
る古典的成果の一つとして、置塩(1965, 第 4章)がある。 
15 もし市場価格の情報に依存的でよいならば話は簡単で、複雑労働の単純労働への還元率はそれぞれの労働の賃金率の
違いに基づいて定義する事ができる。しかしその場合には、有名なヴェーム・ヴァヴェルクによるマルクス派労働価値
理論への｢循環論｣批判が適用されてしまう。ヴァヴェルクのマルクス批判を克服する為には、価格情報抜きに還元率が
決定できなければならないのである。尚、ヴァヴェルクのマルクス批判とそれに対するヒルファディングの反論につい
てのコンパクトな紹介が、Fujimori (1982, chapter V, section 2, pp. 75-78)で与えられている。 
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というマルクス主義の伝統的公理の前提の下で投下労働価値説を基本的に擁護する為には、

必要となっていた課題であった。他方、本書では、第 7章の 7.1節及び 7.2節で論じられる
ように、たとえ同質労働かつスキルの個人間格差の無い経済環境を想定したとしても、労

働搾取概念の資本主義的市場均衡の厚生的特徴分析にとっての有効性を維持する為には、

｢労働価値の価格に対する論理的先行性｣という公理を放棄せざるを得ない事を、論証する

事になる。16 本書のこの目的の下では、従って、異質労働モデルをあえて導入する積極的
理由は存在しない。なぜならば、同質労働モデルであっても、もはや｢労働価値の価格に対

する論理的先行性｣は維持されるべきではないからである。 
 第二に、｢労働価値の価格に対する論理的先行性｣に拘泥するのでなければ、異質

労働や労働スキルの個人間格差がある経済環境の下で、置塩・森嶋流の伝統的なマルクス

主義的搾取の定式に基づきながら、労働搾取の定式を拡張する事自体はそれほど困難な話

ではなく、実際、Roemer (1982, chapter 6)ではそのような作業が行われている。しかしな
がらそのような定式化は、資本主義経済システム批判の為に不可欠な労働搾取概念の規範

的含意自体を弱体化させる――とりわけ自己所有権的な労働搾取論アプローチの場合――

事について、本書の 7.3節で論ずる事になる。本書の最終的な到達点は、労働スキルの個人
間格差がある経済環境の下で、労働搾取概念の資本主義経済システム批判の為の規範的含

意を維持する為には、従来の数理的マルクス経済学における労働搾取の定式を放棄しなけ

ればならない事を論証し、かつ、新たな代替的定式化の展望を語る事にある。しかしなが

ら、他方、労働スキルの個人間格差が無い経済環境の下であっても、労働搾取概念の資本

主義経済システム批判の為の規範的含意を維持する為には、従来の数理的マルクス経済学

における労働搾取の定式を放棄しなければならない事が、実は論証される。本書の主要な

分析的作業はこの問題の論証に宛てられており、それ故に、本書では、同質労働であって

個人間のスキル格差の無い経済環境でのモデルのみを前提する事で十分なのである。 
 第三に、余暇と所得に関する選好(効用関数)の個人間の違いが存在する経済モデル
の下での労働搾取の議論をしている数理的マルクス経済学における研究として、荻沼(1988)
が存在する。荻沼(1988)は、本書の第 5章で検討する｢搾取と階級の一般理論｣が、上記のよ
うな経済モデルの下ではもはや一般に成立しない事を論証している。しかしそのような不

可能性命題を導く為には、Roemer(1982, chapter 4, section 5)でも指摘されている様に、実
は余暇と所得に関する選好(効用関数)の個人間の違いが存在する経済モデルを改めて明示
的に導入しなくても、その不可能性の帰結は、個人間での労働賦存量が異なる経済モデル

のケースとほぼ同様に、生じる事を確認できる。そして、余暇と所得に関する選好(効用関

                                                  
16 森嶋通夫はMorishima (1973)において、すでに労働価値説の放棄を提案しているが、その意味は、市場における交
換価値論としての労働価値説の放棄であった。他方、労働搾取概念の定式の為に必要な概念としての労働価値について
は、Morishima (1974)やMorishima ＆Catephores (1978)からも伺える様に、市場価格からの論理的独立性を要請し続
けたと言えよう。他方、労働搾取概念の定式の為に必要な概念としての労働価値についても、｢労働価値の価格からの独
立性｣公理を放棄すべき事を最初に提唱したのは、Roemer (1982, chapter 5)であった。しかし、その論拠についての
Roemer (1982, chapter 5)における議論には間違いがあり、対して本書は、その間違いを訂正した上で、Roemer (1982, 
chapter 5)の主張の妥当性を厳密に論証しているのである。 
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数)の個人間の違いが無く、しかしながら労働賦存量の違いがある経済モデルの下での分析
の方が、取り扱いがしやすい。そしてそのようなモデルとは、実は上述の労働スキルの個

人間格差があるモデルと事実上、同じである。そしてその様なモデルを本書では明示的に

分析しない理由については、すでに上述した通りである。さらに言えば、余暇と所得に関

する選好(効用関数)の個人間の違いが無い場合であっても、｢搾取と階級の一般理論｣が一般
には成り立たない状況がある。それについては本書の 5.7節で検討しており、不可能性命題
としてはそれで十分なのである。 
 以上、論じてきたように、本書では同質労働かつスキルの個人間格差の無い経済

環境のモデル分析に話を限定しつつ、労働搾取概念の資本主義経済システム批判の為の規

範的含意を維持する為には、従来の数理的マルクス経済学における労働搾取の定式を放棄

しなければならない事を、主に論証していく。第一に、従来の数理的マルクス経済学にお

ける労働搾取の定式とは、置塩(1965, 1977)、Morishima (1973)で与えられていたそれであ
り、さらに結合生産の存在する経済モデルにおけるその定式の拡張としての、Morishima 
(1974)の定式である。置塩(1965, 1977)や Morishima (1973)での定式は、マルクス自身が
『資本論 I』で与えていた搾取の定式に極めて忠実であるので、本書における論証はマルク
ス自身の労働搾取の定式の放棄の必要性をも含意している。第二に、労働搾取概念の資本

主義経済システム批判の為の規範的含意を与える議論として、従来の数理的マルクス経済

学において提示されてきた定理としては、いわゆる｢マルクスの基本定理｣(FMT)及び、
Roemer (1982)で議論された｢階級-搾取対応原理｣(CECP)が存在する。本書では、FMT、
CECP いずれとも、前提する経済モデルを単純なレオンチェフ型生産経済モデルとして考
える限りにおいては、頑健でありかつ、とりわけ CECP に関しては、資本主義経済システ
ム批判の為の規範的含意を確かに持つ事を、まずは確認する。しかしながら、モデルをよ

り一般化して、一般的凸錘生産経済にまで拡張すると、FMT、CECP いずれとも、従来の
労働搾取の定式に基づく限り、もはや成立しなくなる事を論証する。その上で、置塩(1965, 
1977)、Morishima (1973)やMorishima (1974)とも異なる 2つの代替的な労働搾取の定式
を提示する。そしてこれらの代替的定式の下では、FMT、CECP いずれとも、一般的凸錘
生産経済モデルの下であっても、頑健である事を論証する。すなわち、これらの代替的定

式の下では、FMTや CECPが与えてきた、労働搾取概念の資本主義経済システム批判の為
の規範的含意は維持されるのである。しかしながら、これらの代替的定式は、マルクス主

義の伝統的な公理であった｢労働価値の価格に対する論理的独立性｣という条件を放棄する

事によって得られた定式である事が説明される。この帰結に基づいて、労働搾取概念の資

本主義経済システム批判の為の規範的含意と、｢労働価値の価格に対する論理的独立性｣条

件との間で、トレード・オフの関係が実は存在しており、前者を維持する為には後者を放

棄するしかない事が論証されるのである。以上が本書の主要なシナリオである。 
 以下、第 2 章では、本書で一貫して採用される市場均衡概念である再生産可能解
(reproducible solution)について、その存在証明と配分効率性の観点からの特徴づけが与え
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られる。再生産可能解はワルラス的完全競争解のリファインメントとしての性質を持って

いるが、他方、従来の数理的マルクス経済学において伝統的に採用されてきた均衡概念で

あるフォン・ノイマンの均斉成長解(balanced growth solution)はそのような位置づけは出
来ない事が論証される。その上で、資本主義経済における市場均衡概念として、本書の以

降の議論において、均斉成長解ではなく再生産可能解を採用すべき積極的理由について説

明される。 
 第 3 章では、従来の数理的マルクス経済学における伝統的な基本モデルであると
ころの単純なレオンチェフ経済モデルの想定の下で、いわゆる投下労働価値説と FMTにつ
いての概説を与える。とりわけ、投下労働価値説がいかなる意味で極めて限定的で不適切

な議論であるかを、数理的マルクス経済学において議論されてきた｢労働価値の生産価格へ

の転化論｣に関する研究成果を検討することを通じて、明らかにしていく。他方、FMT に
ついては、それを古典的なマルクス主義の主張であるところの、｢資本主義経済における正

の利潤の唯一の源泉としての労働搾取｣論の論証定理として解釈する事の、不可能性につい

て論ずる。FMTをさらに一般化した定理である、「一般化された商品搾取定理」(GCET)の
成立が、FMTによる｢労働搾取＝利潤の唯一の源泉｣論的解釈の不可能性成立の上で決定的
であることが明らかにされる。 
 第 4章では、一般的凸錘生産経済モデルにモデルを拡張した上で、引き続き FMT
について、その頑健性を、検証する。そこでは、Morishima (1974)における労働搾取の定
式に基づいて、均斉成長解の特徴づけを与える｢一般化されたマルクスの基本定理｣(GFMT)
が成立する事をまず確認するが、他方、均衡概念を均斉成長解ではなく再生産可能解とし

て考察するならば、Morishima (1974)における労働搾取の定式の下では、もはや FMTが一
般に成立しない事が論証される。また、均斉成長解の採用の下であっても、消費財への選

好が労働者個人間で異なり得る状況を想定するや否や、FMTが一般には成立しなくなる事
が論証される。他方で、上述した、価格情報依存的な新しい二つの労働搾取の定式の場合

には、いずれの定式の下であっても、FMTの成立が論証される。 
 第 5 章は、CECP についての議論を、単純なレオンチェフ経済モデル、一般的凸
錘生産経済モデル、そして余暇と所得に関する同一の選好(効用関数)を全ての個人が持つよ
うな単純なレオンチェフ経済モデル、それぞれの下で行う。特に一般的凸錘生産経済モデ

ルの下では、FMTの場合の分析結果とパラレルに、Morishima (1974)における労働搾取の
定式に基づく限り、再生産可能解の特徴づけとして CECP が成立しない事が論証される。
同時に、上述した、価格情報依存的な新しい二つの労働搾取の定式の場合には、いずれの

定式の下であっても、CECPの成立が論証される。 
 第 6章は、余暇と所得に関する同一の選好(効用関数)を全ての個人が持つような単
純なレオンチェフ経済モデルであって、かつ、労働市場が新古典派的労働市場ではなく、

いわゆる効率賃金理論[Akerlof and Yellen (1986); Solow (1979); Shapiro and Stigliz 
(1984); Bowles (1985); Bowles and Boyer (1988)]やBowles and Gintis (1988, 1990)などが
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論ずる、抗争的交換型労働市場である場合に、CECP の頑健性が維持されるか否かについ
て分析する。この章は、労働搾取概念と労働支配概念に関する、マルクス主義陣営内にお

ける論争を背景に展開される。ボールズ=ギンティスは、労働搾取概念の資本主義経済シス
テム批判の為の規範的含意に関しては相対的に懐疑的な立場にあり、労働搾取よりもむし

ろ労働支配の問題(＝資本主義的生産過程における資本-労働の権力関係)をより重視する立
場にある。他方で、数理的マルクス経済学の研究者たちの中であっても、労働搾取概念と

労働支配概念の違いについての理解が曖昧な状況もあり、ボールズ=ギンティスの議論は
CECPに基づく労働搾取概念の規範的含意を批判する機能を有している。それに対して、6
章は労働搾取と労働支配の概念的違いを、それぞれの定式化を通じて明示化し、その上で、

資本主義経済システムにおける市場均衡を特徴付ける際に、これら二つの概念がどのよう

に関係付けあうかについて、一つの見解を提示するものである。すなわち、労働支配の存

在それ自体ではなく支配の程度が、市場均衡を正の利潤を伴うものとして特徴付ける上で、

より重要であるという立場に基づいた上で、労働支配の程度を定式化した労働規律度とい

う概念を提示する。そして労働規律度概念を導入する事によって、いわゆる CECP の議論
がどのように豊かに発展可能であるかを提示する。 
 最後に、以上の議論を踏まえ、第 7 章では、｢労働搾取理論の公理的アプローチ｣
という現在進行中の研究プロジェクトについて、その簡単な紹介とその意義について解説

する。本書の主要な議論は、従来の数理的マルクス経済学で提示されてきた労働搾取の定

式では、資本主義経済システムに関する新たな厚生理論を展開する上で不十分である事を

論証する事で尽きている。ではいかなる代替的定式が望ましいかについては、2つの案を提
示しているが、この 2 つの代替的定式の妥当性についての研究は、今後の課題として残さ
れている。この残された課題は、｢労働搾取理論の公理的アプローチ｣プロジェクトの遂行

によって明らかにされる事が期待される。そして、このプロジェクトによって、我々が本

章の第 2 節で強調した、労働搾取概念を媒介にして、福祉的自由の実質的機会を公正に保
証するメカニズムが内包されているのか、それとも不公正にしか保証しないメカニズムが

内包されているのか、という観点から資本主義経済システムを評価する問題についての、

より説得的な分析結果を提示する事が可能となるだろう。 



 1

『労働搾取の厚生理論序説』 
 

吉原直毅 
一橋大学経済研究所 現代経済研究部門 

 
2008年 1月 

 
参照文献リスト 

 
(1) 邦文文献 
磯谷明徳･植村博恭･海老塚明(1998): 『社会経済システムの制度分析:マルクスとケインズを
超えて』, 名古屋大学出版会. 
 
稲葉振一郎・松尾匡・吉原直毅(2006):『マルクスの使いみち』, 大田出版. 
 
岩田正美(2007):『現代の貧困／ワーキングプア／ホームレス／生活保護』, ちくま新書. 
 
大西広 (2005): 「市場と資本主義の関係についての史的唯物論的理解について」『季刊経済
理論』第 42巻第 1号, pp. 4-11. 
 
置塩信雄 (1965): 『資本制経済の基礎理論――労働生産性・利潤率及び実質賃金率の相互関
連――』(増訂版), 創文社. 
 
置塩信雄 (1977): 『マルクス経済学: 価値と価格の理論』 筑摩書房. 
 
荻沼 隆 (1988): “資本･階級･搾取, ――選択理論的アプローチ――,” The Economic Studies 
Quartery 39 No.2. 
 
後藤玲子・吉原直毅 (2004): ｢『基本所得』政策の規範的経済理論――『福祉国家』政策の
厚生経済学序説――｣ 『経済研究』第 55巻第 3号, pp. 230-244. 
 
佐藤嘉倫 (2008): ｢格差社会論と社会階層論――格差社会論からの挑戦に応えて――｣『季刊
経済理論』第 44巻第 4号, pp. 20-28. 
 
鈴村興太郎・吉原直毅 (2000): ｢責任と補償――厚生経済学の新しいパラダイム――｣ 『経済
研究』第 51巻第 2号, pp. 162-184. 



 2

 
高須賀義博(1992) : 『鉄と小麦の資本主義』, 世界書院. 
 
高増 明 (2001): ｢アナリティカル・マルクシズム｣『アソシエ』6号, pp.115-128. 
 
津野義道(1990):『経済数学 II 線形代数と産業連関論』, 培風館. 
 
内閣府 (2007):『平成 19年版 経済財政白書――生産性上昇に向けた挑戦――』. 
 
二階堂副包 (1960):『現代経済学の数学的方法: 位相数学入門』 岩波書店. 
 
二階堂副包 (1961): 『経済のための線型数学』, 培風館. 
 
橋本健二 (2008): ｢階級間格差の拡大と階級所属の固定化――「格差社会」の計量分析――｣
『季刊経済理論』第 44巻第 4号, pp. 29-40. 
 
松尾匡 (1997): 「価値論に関する最近の諸議論について」『経済理論学会年報』第 34集. 
 
松尾匡 (2001):『近代の復権: マルクスの近代観から見た現代資本主義とアソシエーション』, 
晃洋書房. 
 
松尾匡 (2002): 「価値と再生産について最近の諸議論について」『経済理論学会年報』第 39
集. 
 
松尾匡 (2004): 「吉原直毅氏による『マルクスの基本定理』批判」『季刊経済理論』第 41
巻第 1号. 
 
松尾匡 (2007): 「規範理論としての労働搾取論――吉原直毅氏による『マルクスの基本定理』
批判再論」『季刊経済理論』第 43巻第 4号. 
 
水島宏明 (2007):『ネットカフェ難民と貧困ニッポン』 日本テレビ放送網. 
 
山下裕歩 (2005): 「新古典派的『マルクス・モデル』における Roemer的『搾取』の検討」
『季刊経済理論』第 42巻第 3号, pp. 76-84. 
 
吉原直毅 (1998): ｢搾取と階級の一般理論｣, ISER Discussion Paper，The Institute of 



 3

Social and Economic Research, Osaka University, No. 458. 
 
吉原直毅 (1999): ｢搾取と階級の一般理論｣, 高増明･松井暁編『アナリティカル･マルキシズ
ム』 ナカニシヤ出版，pp.66-85. 
 
吉原直毅 (2001): ｢マルクス派搾取理論再検証:―70年代転化論争の帰結―｣,『経済研究』52-3, 
pp. 253-268. 
 
吉原直毅 (2003): ｢分配的正義の経済理論―責任と補償アプローチ―｣,『經濟學研究』53-3, 
pp. 373-402. 
 
吉原直毅 (2005): ｢再論:マルクス派搾取理論再検証｣, 『季刊経済理論』 42-3, pp. 63-75. 
 
吉原直毅 (2006):「分配的正義の経済哲学：厚生主義から非厚生主義へ」,『再分配とデモク
ラシーの政治経済学』 (藪下・須賀・若田部編) 6章, pp. 121-191, 東洋経済新報社. 
 
吉原直毅 (2006a): 「『福祉国家』政策論への規範経済学的基礎付け」『経済研究』 第 57巻
第 1号, pp. 72-91. 
 
吉原直毅 (2006b):「アナリティカル・マルクシズムにおける労働搾取理論」『経済学研究』 
56-2, pp. 63-97. 
 
(2) 英文文献 
Akerlof, G. A. and Yellen, J. (1986): Efficiency Wage Models of the Labor Market, 
Cambridge University Press. Cambridge. 
 
Arneson, R. (1989): “Equality and Equal Opportunity for Welfare,” Philosophical Stidies 
56, pp.77-93. 
 
Becker, R. A.. (1980): “On the Long-Run Steady State in a Simple Dynamic Model of 
Equilibirium with Heterogeneous Households,” Quarterly Journal of Economics 95(2), 
pp. 375-382.  
 
Blanchard and Fisher (1989): Lecture on Macroeconomics, Cambridge, MA, MIT Press. 
O. J. ブランチャード＆S. フィッシャー 『マクロ経済学講義』高田聖治訳,，多賀出版，1999
年． 



 4

 
Bowles, S. (1985): ”The Production Process in a Competitive Economy: Walrasian, 
Neo-Hobbesian, and Marxian Models,” American Economic Review  75(1), pp. 16-36. 
 
Bowles, S. and Boyer, R. (1988): “Labor Discipline and Aggregate Demand: A 
Macroeconomic Model,” American Economic Review 75(1), pp. 395-400. 
 
Bowles, S. and Boyer, R. (1990): “A Wage-led Employment Regime: Distribution, Labor 
Discipline and Aggregate Demand in Welfare Capitalism,” in Marglin, S. and Schor, J. 
(eds.), The Golden Age of Capitalism: Reinterpreting the Postwar Experience, Oxford 
University Press. Oxford 
 
Bowles, S. and Gintis, H. (1981): “Structure and practice in the labor theory of value,” 
Review of Radical Political Economics, 12, pp.1-26. 
 
Bowles, S. and Gintis, H. (1988): “Contested Exchange: Political Economy and Modern 
Economic Theory,” American Economic Review 78(2) pp.145-50. 
 
Bowles, S. and Gintis, H. (1990): “Contested Exchange: New Microfoundation for the 
Political Economy of Capitalism,” Politics and Society 18(2) pp.165-222. 
 
Cohen, G. A. (1989): “On the Currency of Egalitarian Justice,” Ethics 99, pp.906-44. 
 
Cohen, G. A. (1993): “Equality of What ? On Welfare, Goods, and Capabilities,” in The 
Quality of Life, (ed. M. Nussbaum and A. K. Sen), Oxford University Press: Oxford. 
 
Debreu, G. (1959): Theory of Value, Wiley, New York. 
 
Devine, J. and Dymski, G. (1991): Roemer’s ‘General’ Theory of Exploitaion is a Special 
Case: The Limits of Walrasian Marxism,” Economics and Philosophy 7 pp.235-75. 
 
Devine, J. and Dymski, G. (1992): “Walrasian Marxism Once Again: A Reply to John 
Roemer,” Economics and Philosophy 8 pp.157-62. 
 
Dum’enil, G. (1980): De la Valeur aux Prix de Production, Economica, Paris. 
 



 5

Dworkin, R. (1981): “What is Equality? Part 2: Equality of Resources,” Philosophy & 
Public Affairs 10 pp.283-345. 
 
Flaschel, P. (1983): “Actual Labor Values in a General Model of Production,” 
Econometrica 51, pp. 435-454. 
  
Fujimori, Y. (1982): Modern Analysis of Value Theory, Springer-Verlag, Berlin. 
 
Foley, D. K..(1982): “The Value of Money, the Value of Labor Power, and the Marxian 
Transformation Problem,” Review of Radical Political Economics 14, pp. 37-47. 
 
Foley, D. K. (1986): Understanding Capital: Marx's Economic Theory, Cambridge, 
Harvard Univ. Press. 
 
Foley, D. K.. (1989): “Roemer on Marx on Exploitation,” Economics and Politics 1(2) 
pp.187-199. 
 
Gintis, H. and Ishikawa, T. (1987): “Wages, Work Intensity, and Unemployment,” 
Journal of The Japanese and International Economies 1, pp.195-228 
 
Houston, D. (1989): “Roemer on Exploitation and Class,” Review of Radical Political 
Economics, 21, pp.175-87. 
 
Kranich, L. (1994): Equal Division, Efficiency, and the Sovereign Supply of Labor, 
American Economic Review 84, pp. 178-189. 
  
Krause, U. (1982): Money and Abstract Labor, New Left Books, London. 
 
Kreps, D. M. (1990): A Course in Microeconomic Theory, Princeton University Press. 
Princeton. 
 
Lawrance, E. (1991): “Poverty and the Rate of Time Preference: Evidence from Panel 
Data,” Journal of Political Economy 99, pp. 54-77. 
 
Lipietz, A. (1982): “The So-Called ‘Transformation Problem’ Revised,” Journal of 
Economic Theory 26, pp.59-88. 



 6

 
Marx, K. (1967): Das Kapital, Volume I, II, III  Diez Verlag, Berlin. 
マルクス 『資本論』，『マルクス＝エンゲルス全集』第 23a,b, 24, 25a,b 巻，大月書店，
1965-1967年． 
 
Marx, K. (1963): Poverty of Philosophy, International Publishers, New York. 
マルクス『哲学の貧困』，『マルクス＝エンゲルス全集』第 4巻，大月書店，1960年． 
 
Marx, K (1973): Grundrisse, Penguin Books, マルクス『経済学批判要綱 III』, 高木幸二
郎監訳, 大月書店，1961年. 
 
Matsuo, T. (2006): "Profit, Surplus Product, Exploitation and Less than Maximized 
Utility," forthcoming in Metroeconomica. 
 
Morishima, M. (1960): Equilibrium, Stability, and Growth, Clarendon Press, Oxford, 
p.132. 
 
Morishima, M. (1969): Theory of Economic Growth, Clarendon Press, Oxford. 
 
Morishima, M. (1973): Marx’s Economics:  A Dual Theory of Value and Growth, 
Cambridge Univ. Press, Cambridge. 
森嶋通夫『マルクスの経済学』高須賀義博訳，東洋経済新報社，1974年． 
 
Morishima, M. (1974): “Marx in the Light of Modern Economic Theory,” Econometrica 
42, pp.611-32. 
 
Morishima, M. (1989): Ricard’s Economics:  A General Equilibrium Theory of 
Distribution and Growth, Cambridge Univ. Press, Cambridge. 
森嶋通夫 『リカードの経済学』高増明･堂目卓生・吉田雅明訳, 東洋経済新報社, 1991年． 
 
Morishima, M. and Seton, F. (1961): “Aggregation in Leontief Matrices and the Labour 
Theory of Value,” Econometrica 29, pp.203-20. 
 
Morishima, M. and Catephores, G. (1978): Value, Exploitation and Growth, McGraw 
Hill. London. 
森嶋通夫・G. カテフォレス『価値・搾取・成長：現代の経済理論からみたマルクス』高須



 7

賀義博・池尾和人訳，創文社，1981年． 
 
von Neumann, J. (1945): “A Model of General Economic Equilibrium,” Review of 
Economic Studies 13, pp.1-9. 
 
Nikaido, H. (1983): “Marx on Competition,” Journal of Economics 43(4), pp.337-362. 
 
Okishio, N. (1963): “A Mathematical Note on Marxian Theorems,” Weltwirtschaftliches 
Archiv 91, pp.287-99. 
 
Petri, F. (1980): "Positive Profits without Exploitation: A Note on the Generalized 
Fundamental Marxian Theorem," Econometrica 48, pp. 531-533. 
 
Piketty, T. and Saez, E. (2003): “Income inequality in the United States, 1913-1998,” 
Quarterly Journal of Economics 118, pp. 1-39. 
 
Rawls, J. (1971): A Theory of Justice, Cambridge: Harvard Univ. Press. 
 
Rawls, J. (2001): Justice as Fairness: A Restatement, Cambridge: Harvard Univ. Press. 
ジョン・ロールズ『公正としての正義 再説』田中成明・亀本洋・平井亮輔訳、岩波書店、

2004年. 
Rockfellar, R. T. (1970): Convex Analysis, Princeton Univ. Press, Princeton, New Jersey, 
p.100. 
 
Roemer, J. E. (1980): “A General Equilibrium Approach to Marxian Economics,” 
Econometrica 48, pp.505-30. 
 
Roemer, J. E. (1981): Analytical Foundation of Marxian Economic Theory, Cambridge 
University Press, Cambridge. 
 
Roemer, J. E. (1982): A General Theory of Exploitation and Class, Harvard Univ Press, 
Cambridge. 
 
Roemer, J. E. (1982a): “Origin of Exploitation and Class: Value Theory of Pre-Capitalist 
Economy,” Econometrica 50, pp. 163-192. 
 



 8

Roemer, J. E. (1985): “Should Marxists be interested in exploitation?,” in Analytical 
Marxism, ed. Roemer, J. E., pp.260-282, Cambridge Univ. Press, Cambridge. 
 
Roemer, J. E. (1986): Value, Exploitation and Class, Harwood Academic Publishers, 
New York. 
 
Roemer, J. E. (1988): Free to Lose:  An Introduction to Marxist Economic Philosophy, 
Harvard Univ Press, Cambridge. 
 
Roemer, J. E. (1990): “A Thin Thread: Comment on Bowles’ and Gintis’ “Contested 
Exchange”,” Politics and Society 18(2), pp.243-249. 
 
Roemer, J. E. (1992): “What Walrasian Marxism Can and Cannot Do,” Economics and 
Philosophy, vol. 8, pp.149-156. 
 
Roemer, J. E. (1994): Egalitarian Perspectives: Essays in Philosophical Economics, 
Cambridge Univ. Press, Cambridge. 
 
Roemer, J. E. (1996): Theories of Distributive Justice, Harvard Univ Press, Cambridge. 
 
Roemer, J. E. (2006): “Socialism vs. Social Democracy as Income-equalizing 
Institutions,” mimeo. 
 
Roemer, J. E. and Silvestre, J. (1993): “The Proportional Solution for Economies with 
Both Private and Public Ownership,” Journal of Economic Theory 59, pp. 426-444. 
 
Ryder, H. E. (1985): “Heterogeneous Time Preferences and the Distribution of Wealth,” 
Mathematical Social Sciences 9, pp. 63-76. 
 
Samuelson, P. (1982): “The normative and positive inferiority of Marx’s vales paradigm,” 
Southern Economic Journal 49-1, pp.11-18. 
 
Sen, A. K. (1980): “Equality of What ?,” in Tanner Lectures on Human Values. 1 (ed. S. 
McMurrin) Cambridge Univ. Press, Cambridge. 
 
Sen, A. K. (1985): Commodities and Capabilities, North-Holland: Amsterdam. 



 9

A. K.. セン『福祉の経済学-――財と潜在能力』鈴村興太郎訳, 岩波書店，1988年． 
 
Sen, A. K. (1985a): “Well-being, Agency and Freedom: The Dewey Lectures 1984,” The 
Journal of Philosophy 82, pp. 169-224. 
 
Sen, A. K. (1997): On Economic Inequality, enlarged edition, Oxford: Clarendon Press.  
A. K.. セン『不平等の経済学』鈴村興太郎･須賀晃一訳, 東洋経済新報社，2000年． 
 
Shapiro, C. and Stigliz, J. E. (1984): “Equilibrium Unemployment as a Worker 
Discipline Device,” American economic Review 74, pp.433-44. 
 
Skillman, G. (1995): “Ne Hic Saltaveris: The Marxian Theory of Exploitation after 
Roemer,” Economics and Philosophy 11, pp.309-31. 
 
Solow, R. (1979): “Another possible source of wage stickiness,” Journal of 
Macroeconomics 1, pp.79-82. 
 
Steedman, I. (1977): Marx after Sraffa, London:  New Left Books. 
 
Van Parijs, P. (1992), “Competing Justification of Basic Income,” in Van Parijs ed., 1992, 
Arguing for Basic Income, Verso. 
 
Van Parijs, P. (1995), Real Freedom for All: What (If Anything) Can Justify Capitalism?, 
Oxford University Press, Oxford. 
 
Veneziani, R. (2007): “Exploitation and Time,” Journal of Economic Theory 132, pp. 
189-207. 
 
Yamada, A. and Yoshihara, N. (2007): “Triple Implementation in Production Economies 
with unequal skills by Sharing Mechanisms,” International Journal of Game Theory 36, 
pp. 85-106. 
 
Yoshihara, N. (1998): “Wealth, Exploitation and Labor Discipline in the Contemporary 
Capitalist Economy,” Metroeconomica 49(1) pp23-61. 
 
Yoshihara, N. (2000): “On Efficient and Procedurally-Fair Equilibrium Allocations in 



 10

Sharing Games,” IER Discussion Paper No. 397, Institute of Economic Research, 
Hitotsubashi University. 
 
Yoshihara, N. (2006): “Reexamination of the Marxian Exploitation Theory,” IER 
Discussion Paper Series A, No. 481, Institute of Economic Research, Hitotsubashi 
University. 
 
Yoshihara, N. (2007): “Class and Exploitation in General Convex Cone Economies,” IER 
Discussion Paper Series A, No. 489, Institute of Economic Research, Hitotsubashi 
University. 
 
Yoshihara, N. (2007a): “On an Axiomatic Approach to Labor Exploitation Theory,” 
mimeo. 
 
Yoshihara, N. and Veneziani, R. (2007): “Class and Exploitation in Convex Subsistence 
Economies,” mimeo. 
 
 


	No.225.pdf
	 労働搾取の厚生理論序説


